
lBl8 わが国の産業技術競争力の 評価とその分析 
一 評価対象技術を 競争優位性と 競争力決定因子から 分類する特性分析 一 

0 石井 岳 ，亀岡秋男。 北陸先端科学技術大学院大 ) 

はじめに この計画で特筆すべき 点は，産業技術に 関する 

長引く経済不況下において ，「競争力の 強化」に 政府研究開発投資の 重点化が明確にされたことで 

その活路を日本は 見出そうとしている。 中でも， あ ろう。 従来の横並び 的資源配分を 脱し戦略的 

本年 3 月に閣議決定された「第二期科学技術基本 に資源を重点配分しょうとする 決意が伺える。 こ 

計画」において 重点強化される 技術分野が明示さ こでその重点技術とされたのは ， " ライフサイェン 

れるなど，産学官一体となった 動きも目に見える ス ", ", 清報 通信 ", " 環境 ", " ナノテクノロジー・ 

形で始まりつつあ る。 材料 " の 4 分野であ るが，『産学官連携システムコ 

しかし，競争力の 強化といってもその 施策は決 の改革がその 成否を占 う ものとして位置付けられ 

して一律ではない。 それは，技術分野個々におげ ている。 その具体策として「知的クラスター 円 

る 研究開発プロセスは 互いに異なり ，焦点を当て 構築へ向けた 調査活動等が 既に着手されている。 

るべき強み及び 弱みも異なるからであ る。 また， 

競争力とはそもそも 何であ るのかといった 議論を 2. 産業競争力を 高めるものとは 

その視野に入れなければならない。 では，産業競争力を 高めるものとは 一体何なの 

本論ではこれらの 議論を踏まえた 上で，昨年度 であ ろうか。 競争力の源泉は 産業技術力であ り， 

社団法人科学技術と 経済の会 ( 以下「 JATES 」 競争力の高さは 生産性の高さに 置き換えられる② 

とする ) が実施した「わが 国の産業技術競争力の という立場に 立てば，産業技術力の 生産性を高め 

国際比較評価分析」をべ ー スに日本の産業競争力 る 仕組みに焦点が 当てられる。 しかし更にその 

を 決定付ける要因について 探究する。 仕組みとは具体的に 何を指すのかが 問われた 時， 

我々は試行錯誤を 重ねていることを 否めない。 

1. 競争力強化に 関する日本の 動き そこで， JATES が行った日本の 産業技術競争力 

昨年 ( 平成 12 年 )4 月 10 日，経済産業省 ( 当時     調査で得られたデータをさらに 詳細分析し，口木 

通商産業省 ) から「国家産業技術戦略」が 公表され の産業競争力を 決定付ける要因の 抽出を試みた③。 

た 。 ここでは，世界第 2 位の経済大国に 日本をの 

し 上げたその源泉は「産業技術力」であ るとして 3. 産業技術の競争力持性の 分析 

いる。 と同時に，その 源泉たる産業技術力が 最早 本分析は，評価対象とする 産業技術を競争優位 

田木の競争優位ではなくなりっ っ あ ることに警鐘 性と競争力決定因子 " から分類し " 競争力を決定 

を 鳴らしだ。 また，産業技術力の 低下は単に企業 付ける要因は 何か " という観点において 産業技術 

収益力 め 減退といった 次元ではなく ，国民生活を 個々の特性を 明らかにしょうとするものであ る。 

支える経済社会の 存立基盤をも 失いかれないとの 図 Ⅰに記した質問内容一『比較する 産業技術を 

危機意識を顕わにしている。 このような事態から 表 1 中の " 評価する産業技術 " [13 分野 263 項目 ] 

脱却するため ， " キャッチアップ 型からフロンティ から選び，その 競争力を評価。 そしてその競争力 

ア 創造型への技術革新システムの 改革 " と 銘打ち ， 

新たなナショナル・イノベーション・システムの ①知的クラスターとは : 地域において 独自の研究開発テーマ と 

構築に向けた 指針が明らかにされた。 ポテンシャルを 有する公的研究機関等を 核とし地域内覚から 企 
業 等も参加して 構成される技術革新システム 

そしてこれを 受けた形で，「第二期科学技術基本 ②理論的に相対する ( 後述 ) P. クルーグマンと M. ポータ一の 両 
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の 決定に最も影響を 及ぼすと考えるものを 表 1 中 

の " 決定要因の選択肢 " から選ぶ一』に 対して， 

産業界，学術界・ 研究機関， コンサルタントから 

複数回答でのべ 3,134 件の回答を回収した。 

図 Ⅰ 質問の内容 
@ . 回答者が関係している 産業技術分野の 競争力を米国．欧州．アジア 

と比較して・ 高いか低いかを 数値で評価する。 
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表 「 回答の選択 群 ⑤ 

  押 価する 珪粟 技術 @ 一 子 @     東宝要因の珪 択肢 ｜ 

裸 @ 車 i ヒ 

知的財産マネジメント 
三 M で子・光学材料 商品化研究開発 
    で子 チ ハ イス   新型 品 コンセプト開発 
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統合フロシェ ウ トマネシメント 

ヘンテマーキン ウ 

アウ @ ソーシンク 
ワフライチェⅠ @   マネジメント 

研究・ 股 Ⅰ 十 ・製缶の % 台 

産 ￥目連携システム 
ヒ シネス・プロセス・」エンシニア」 ンウ 
ヘ ンチャリンク・システム 

地域 産 末文材 
技術経営・技術マネシメ ノ ト 

アレッシマネジメント・ 如拙 el@ 
エン シ = ア披宙 ・ 夫格帝 l@ 

技能者 宙成 ンステム 

国畔甘梧 教育 
科￥技術における 倫理￥   
ピ シネスモチル 
コーポレート・カ バ ナンス 

新手末開発・ 多角 化 
クループ 籠甘 
車垣桂宮 
ウローハル経営 

      ジメン 

ここで得られたデータをクラスタ 一分析によっ 

て 6 つのクラスタ 一に分類しそれぞれのクラス 

タ一における 競争力の決定要因を 集計した ( 図 2L 。 

なお， ここでいう 6 つクラスターとは ，競争力の 

高さの程度によって 分類されている 0 。 

図 2 分析の流れ 

l 朋幸 力肝 伍及び 虹 手力の決定ま 因のデータ l 
I-I 

クラスタ一分析 

競争力が高い 技術 競争力が低い 技術 

競争 佐世 にする要因 競争劣位にする 要因 

競争力が高いとされるクラスタ 一には情報家電， 

新素材，エネルギー 技術に関するものが ，対して 

低いとされるクラスタ 一には医療・バイオテクノ 

ロジ 二 ソフトウェア・システム ，通信機器・シ 

ステムに関するものが 多く含まれている ( 表 2L 。 

6  位 3 区 [" " 子 ㌔ l. ソ " ト " ア " システム ["" ヒ ユーウ 用 。 '. 。               
m 簗 aw Ⅵ 

表 2 クラスターを m お 成する 吉 平 ィ日 * 支 WWI0 

4. クラスタ一別の 要因分析結果 

これらクラスタ 一別の分析の 結果，競争力を 決 

める主な要因として「商品化研究開発」「研究・ 設 
計・製造の統合」「産学官連携システム」「新製品 

コンセプト開発」「標準化」の 5 つが抽出された。 

ここで特に注目すべきものは ，競争力の高さの 

程度によって 個々要因の重要度が 異なるという 点 

であ る。 それを図示したものが 図 3 であ る。 
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図 3  競争力決定要因の 重要度⑧ 

⑤決定要因の 選択肢は，研究開発プロセスの 生産性を高める 上 
でエンジンとなる 経営，組織，人材等の 項目から構成されている。 

⑥本分析には エ ス ヒ Ⅰ・ エ ス・ エ ス㈱の SPSSBasel0 ． 0J を使用した。 

クラスターを 6 つに分けた競争力の 高低の基準は 以下の通り。 

・高い : 特高 (1 ～ 0 ． 67), 中高 (0.66 ～ 0 ． 34), 微高 (0 ． 33 ～ 0.00) 

・低い : 特低 (,1 ～・ 0 ． 67), 中低 (.0 ． 66 ～・ 0 ． 34), 微低 (.0 ． 33 ～・ 0 ． 01) 

⑦ 表中 () 内の数字は件数。 特高， 特低 以外のクラスターは 主な 
技術分野を列記した。 なお評価技術総数は 263 であ るが，回答数 
の少ないものを cleaning した結果，総数は 219 となった。 

⑧指摘した人の 割合の単位は pt( ポイント ) 。 % とほほ同義だが ， 
評価技術個々で 算出した割合を 同じ weight で扱 い ，その集計値 
な クラスタ一における 割合としているため ，単位を区別した。 
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グラフ左側，競争力が 高いとされる 産業技術ク 

ラスタ一については「商品化開発技術」「研究・ 設 

計・製造の統合」 といった企業における 技術経営 

領域の重要度が 高くなっている。 これらが高い 競 

  研究開発力   さ 栗城 略   組は文化   活性度 
  菓 末技術力   商品企画   人事 
  製品化技術 カ   マーケティンバ ・財務 力 

  製造技術力   組 抱の構造   古伝 カ 

  技術マネジメント   経営トップのリーダーシ・ ソプ 

表 3 競争力決定要因の 選択 群 ( 組織の能力 ) 

争プ，を 維持する牽引力として 認識されていると 言 

" よ "   

一方右側，競争力が 低いとされる 産業技術クラ 

スタ一では技術経営領域の 重要度は低下するが ， 

かわって「産学官連携システム」や「標準化」と 

いったイノベーションを 誘発する，企業を 取り巻 

く産業技術環境 ( イノベーション・システム ) の重 

要度が高くなっている。 競争力を高める 牽引力と 

してこれらが 期待されていることが 示唆された。 

4. 分析結果からの 考察 
冒頭に挙げた 科学技術基本計画では ，産業競争 

力の強化策として " 産学官連携システムの 仕組み 

の改革 " を掲げている。 アウトソース ( 外部資源 ) 

を有機的に結合させたネットワークによって イ / 

べ一 ションが起こり ，競争力が高まるというので 

あ る。 それに対し本分析結果の 含意は " 現在競 

争力が低いとされる 技術分野に関しては 産学官連 

携システムが 有効 " ということであ る。 しかし競 

争力の高い分野では 産学官連携システムの 重要， 性 

に 対する認識は 低い。 この分野における 産学官連 

携システムの 改革は効果が 薄いと考えられる。 

しかしこれは 妥当な解釈であ ろうか。 例えば， 

競争力の高い 分野では産学官連携システムが 既に 

機能しているからこそ ，競争力を維持する 牽引力 

として技術経営領域が 具体 由 りな成果を挙げている ， 

という解釈も 可能ではないだろうか。 こ う いった 

疑問を起点に 別の観点からの 分析を更に試みた。 

5. 追加分析の結果 
前掲の調査が 産業技術の競争力を 高める手法や 

システムに焦点を 置いていたのに 対し， ここでは 

組織の能力 ( 表 3) に着目し，競争力の 決定因子 

を探っている。 前掲と同じくして ， JATES は複数 

回答でのべ 3,682 件の回答を得ている。 

その結果，回答者は「研究開発力」「要素技術力」 

「製品化技術力」「製造技術力」の 4 つ をその主な 

要因として挙げている。 そして更に先ほどの 6 つ 

の クラスター毎に 重要度を見た 結果が図 4 であ る。 
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図 4 競争力決定要因の 重要度 ( 組織の能力 ) 

図 3 と同様，競争力の 高さの程度によって 個々 

要因の重要度が 異なるということが 見てとれる。 

特に，競争力が 低いとされる 分野での「研究開発 

力」の重要度が 著しく高くなっている。 

6. 分析結果の再考 
ここで図 3 と図 4 を重ね合わせると ，前述の解 

釈 より更に深い 知見が得られる。 

競争力が高いとされる 分野では，要素技術の 確 

立と商品化研究開発や 新製品コンセプト 開発とい 

った仕組みが 上手 く 機能していると 言える。 言う 

なれば研究開発後の 応用面での発展であ る。 

一方，競争力が 低いとされる 分野は，要素技術 

や基盤技術を 確立するために 研究開発そのものを 

強化すること ，そしてそのための 仕組みとして 自 

前主義に囚われない ，産学官連携システムや 標準 

化が求められていると 言える。 基礎・基盤面での 

強化であ る。 

以上の結果から ，産業技術の 競争力の高さに 応 

じてその強化策が 異なることが 分かる。 

この解釈は取り 立てるほどに 真新しいものでは 

ない。 しかし特に競争力が 強いとされる 分野で， 

産業技術力を 牽引する柱が 要素技術であ ることを 
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データが物語っていることには 注目すべき大きな 

意味があ る。 一丁なぜ競争力が 高いとされる 技術 

分野では要素技術が 重要でその確立に 成功してい 

るのだろうか。 』 一 そのプロセスが 明らかになれば ， 

競争力が低いとされる 分野の強化策に 具体的な指 

針を提供することが 可能だからであ る。 特に第二 

期科学技術基本計画で 重点技術とされた 4 分野， 

中でも競争力が 低いとされる 情報通信， ライフサ 

イエンス分野への 貢献が期待される。 

7. 「産業競争力」を 栢 るにあ たって 

本論の核であ る " 産業競争力 " とは，実は大変 

に 暖 味な概念であ る。 それに起因して ，競争力を 

測る指標や調査によって 結果が異なることもまま 

あ るのが現状であ る。 この事実は今までに 多くの 

研究者達によって 指摘されている。 理論的にも， 

例えば経済学者の P. クルーグマンは 企業の競争 

と国の競争は 全く異質のものであ り， さらに国家 

間の競争を論じること 自体，保護貿易主義を 助長 

させるだけだと 批判したが，一方で ，経営学者の 

M. ポータ一によればそれ 等には共通の 競争原理 

が働いているとされるといったような 対立があ る。 

ここで競争力に 関する議論を 整理しておく。 

図 5 競争力の対象・ 評価範囲 

P. クルーグマンは ，活動 ( パフオーマンス ) の 

成果が直接存立 ( 存続か消滅 か ) に係わるかどう 

かの点で国と 企業は全く異なるものだとしている。 

これを引用したのが 図 5 の縦軸，「対象 軸 」であ る。 

軸の下方は活動の 成果がその存立に 直結する市場 

におけるプレーヤ 一であ ることを意味し 上方は 

その市場を支える 基盤を意味する。 

対して図 5 の横軸は「評価軸」であ る。 これは 

どのような観点で 競争力が評価されるかを 表して 

いる。 軸の右方は活動の 結果であ り，経常収支， 

売上高，経常収支，市場シェアといった 定量的な 

ものであ る。 左方は活動の 基盤 ( ポテンシャル ) 

となるものであ り，研究開発投資等の 資源投入量 

や労働者の熟練度や 経営効率など ，定量かっ定性 

的なものも含まれる。 

この図において 産業は，企業の 集合体という 面 

では市場でのビッバ・プレーヤ 一であ り，一方で 

プレーヤ一の 活動を支える 基盤ともなり 得ること 

から，企業と 国にまたがる 位置にいると 言える。 

つまり産業競争力は 生産性の効果 ( 活動の結果 ) 

を見るだけではなく ，その効果を 生み出す仕組み 

や 要素をも視野に 入れなければならない。 

このことからも ， JATES の調査結果や 本分析が 

絶対的なものでないことは 自明の理であ る。 指標 

や調査はデータが 内包する文脈を 探究することに 

よって初めてその 存在価値が生まれるものであ る。 

本分析の結果もその 妥当性を検証するために 継続 

調査が必要であ ることは言 う までもない。 

8. おわりに 

本論では，評価対象とする 産業技術 13 分野 263 

項目を競争優位性と 競争力決定因子から 分類し 

" 競争力を決定付ける 要因は何か " という観点に 

おいて産業技術個々の 特性を明らかにすることを 

試みた。 結果，競争力を 決定する要因が 抽出され， 

そしてそれ等要因の 重要度が競争力の 高低の程度 
に よ り一定のルール ( " 右肩上がり " か " 右肩下が 

り " か ) で推移することが 得られた。 

この結果が物語るところは ，従来から言われて 

きた日本の技術応用力 め 強さと新規技術分野での 

基礎 力 0 弱さが改めて 浮き彫りになったことであ 

る。 そして，技術分野によって 競争力の強化の 力 

点は異なることから ，一様に「産学官連携システ 

ムの " 改革 " 」に対して日本の 産業技術の活路を 見 

出そうとすることにはいささか 性急の感を禁じ 得 

ない。 本分析の妥当性は 継続して検証してい く 必 

要があ るが， この結果が産業技術戦略の 一助とな 

れば幸いであ る。 

最後に。 木 研究にご協力頂いた 関係各位に対し ， 

ここに改めて 感謝の意を表したい。 
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